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花卉主産地の形成 とその問題点
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は じ め に

日本 の農村は押 し寄せ る都市化の荒波に もまれ,文 化水準の向上 とともに,激 しい分化

をとげつつある。 それは景観的には,都 市的土地利用による農業的土地利用の空間的侵略

とな って現われる。 これに対 し,農 業経営の内部においては,一 方の極が多数の農家の兼

業化を,他 方の極は成長農作物の導入による少数の農家の専業化を意味 してお り,か くし

て発展的には主産地が形成 されてい く。 これは都市 の側か らする農村への特殊化要求であ

って,東 海道 メガロポ リスを中心に目下一般化 されつつある。

ところで都市近郊ないしは周辺 部においては,こ れ らの現象が最 も著 しく現われる1}。

一つの地域の研究を他の地域の研究にあてはめることが困難なほど多様性 に富み
,地 域の

細分化が促進されてい く2)。 このような状況下 にあって,農 業経営における商品作物の導

入,そ れの発展 と主産地の形成はいかにあ り,ま たいかになされ るべ きであるか。 ここで

は比較的局地的な産地が形成 されやすい温室花卉園芸地域をとりあげた。 ことにいわゆ る

田所で,通 勤兼業の容易な近郊地域においては,産 地の構造はどのような特色をもって展

開 しているのであろうか。

相変わ らずの米作の選択的拡大とともに,米 プラスアルファノ1式による経営強化が,近

年叫ばれている。 しか し米価の相対的安定性と兼業化の普及の中で,目 ざす作目の選択的

拡大による主産地 の形成がはか られているかというと必ず しもそ うではない。そ こでこの

よ うに激動す る農業地域の諸相を把握す るため,主 産地の形成を目ざす2つ の地域,す な

わち時間的差異をもって形成 された,新 ・旧両産地をとりあげ,そ れ らを比較考察するこ

ととした。

1.課 題 と 方 法

巨視的にみ るならば,わ が国の農業はほとん ど都市 化地域の農 業であるといって も過言

ではなかろう。 ところで 都 市化に対す る農 業の適応には,段 階的に い くつかに分 けられ

る3)o

第1段 階は余剰農産物の販売による都市への吸収であ り,商 品生産化である。第2段 階

は農業における労働力の商品化であり,兼 業化である。第3段 階は賃金率や地価の上昇に

対応 して土地節約的,資 本集約的な農業を押 し進めてい く。すなわち施設園芸や近郊的畜

産経営を行ない,次 第に資本集約度を高めていく。 そうして これ以降の段階においては,

地価の急激な上昇と実際的な市街地の拡大の段階に対する適応である。

しか しこれ らの段階が発展的,類 型的に 存在す るのではな く,混 在 している 場合が多

い。 とくに第2,第3の 段階においては,両 者が同一地域に混在するが,そ れは都 市近郊
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一 都市近郊における花舟主産地の形成とその問題点一

通勤 可能農 業地域に最 も一般的に見 られる型である4)。 この兼業化と農業の集約化の相反

する傾向に関 しては,藤 本利治氏が,田 所 と畑所においては両者が異 って作用することを

明 らかにされた5)。 田所が畑所より兼業化し易 く農 業の崩壊が早い とい う指摘であった。

ところで,わ が国の農 業は何 といっても,水 稲生産をその根幹として発展してきた。都

市化の先鋭 として,空 間的に農業地域を侵略 して くる工業化は,水 田をその第1の 犠牲 と

して発展 してきたものである。水 田地帯 とくに経営面積が零細なわが国においては,生 活

水準 の向上 に伴 って,米 作での自立は事実上困難 となってきている。「米+兼 業」が1.5ha

階層 にまで及び,残 りの少数農家によって 「米+α 作目」による自立化を目ざしている。

本稿では主として後者の場合,す なわち近郊水田地帯における主産地の形成の うち,と く

に花卉温室地域 について明らかにするが,そ の場合の若干 の問題点を指摘 しておこう。

水稲地帯が商品作物 を導入す る場合,④ 従来の農 業地域構造の根幹をなしてきた,水 田

稲作に大き く左右 されること。◎比較的容易な労働力の商品化以上の収益があげられるか

どうか。⑳最近の地価水準の上昇 に見合った高収益経営が可能であるかどうかにかか って

くる。

大槻正男氏は,立 地論的にみた兼業化と経営の集約化の関係について,都 市近郊におい

ては労働力の商品化が農 業収益限界を上回っているが,い わゆ る遠郊においては農業のノJ

が有利なことを指摘 されている6)(第1図)。 これは労働者1人 当りの比較であるが,実 際
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第1図 農業と非農業の労賃水準 (大槻 正男氏による)

には農業従事人員をもっと多くすることは可能であり,家 族の労働力構成によっては,農

業が兼 業よりも有利に実現できる可能性 も十分期待 し得 るわけである。

この相反する両傾向の中にあってs産 地形成の過程 と問題点を追求するのが第1の 目的

である。 そ うして第2の 目的は,こ のよ うにして形成 された産地の うち,時 問的差異 をも

って形成 された2つ の産地を質的な面か ら比較検討することにある。すなわち現在は産地

一60一



一 都市近郊における花メ注 産地の形成とその問題点一

間競争の激 しい時代であり,流 通面のみならず生産地域の整備が急務 となっている。近郊

においては,疏 菜や花卉栽培などの投資型農家と粗放型農家への分化が促進される。 それ

ゆえ,近 郊産地 といわれるものには大規模なものは少な く,個 人的,孤 立的生産集団が多

いといわれ る。産地 内部における機能的な結びつきに欠ける点が近郊産地の特色 といえよ

う。 この点に関 して,永 江康弘氏は 「花卉生産においては,一 般的にこれらの`拝情が全 く

個人的なものとな り,集 団対応できない場合が多い。 花市場は 普通の 青果市場 とは異な

り,小 規模,小 資本であるため,個 人特約的生産の方が有利であることが多い。 そのよう

な意味において,花 では生産 ・販売とも,個 別性が一層強化されようとしている」 と指摘

されている7)。

また松井貞雄氏は,近 年のわが国の温室園芸の特徴を次の如 く説明されている8>。

「①輸送温室園芸が主体とな り,近 郊温室園芸の比重は著 しく低下 した。②温室は地域集

中的であり,既 成産地は生産規模を拡大 して大型化 し,特 定県が著しい増加寄与率を示 し

ている。③主要温室園芸県の栽培作物には著しい個性がある」。 もとよりこれはわが国に

おける一般的状況であるが,都 市近郊における温室園芸の地位は低下 しているとはいえ,

激化する兼業化 と共存する地域構造の究明は,よ り今 日的な意義を有 しているものと考え

る。

またこうした状況下で形成 された産地の うち,既 成産地 と新興産地では,質 的にどのよ

うに異なるか。既成産地と新興産地の厳密な定義については明らかではないが,次 の指摘

が当を得ているように考えられ る9)。 「一般的にいって,わ が国における農業の産地間競

争は,と りわけ農 業構造改善 雰業にもとつ く既存の生産地域の近代化,お よび新産地の形

成によって顕著になってきた問題である」。筆者は一応この説を参考にして,農 業構造改

善纂業実施以前にすでに産地 としての機能と形態を備えていたものを既成産地,農 業構造

改 善嘱業実施以後に成 虚したものを新興産地 と定義づけることにしたい10)。そこで これ ら

の2つ の産地の問題点をい くつか指摘 してお くことに しよう。(1)既成産地は,そ の産地 と

しての地位を獲得 し得 るのには,篤 農家によって栽培が開始 され,幾 多の試行錯誤の後,

発展的に形成 されたものであり,市 場対応において一応の有位性を保持 している。(2)既成

産地は,と くに花卉温室園芸の場合,個 別化傾向が強いため,新 興産地の組織化に対抗す

る必要があること。 これに対 して,新 興産地は,(1)将 来への危険性はあるが,既 成産地の

過去の経験を吸収することによって,よ り合理的で漸進な経営方法をとり入れ ることがで

き,経 験的危険を免れることができる。(2)ある程度政策的な性格を有する場合が多いため

計画,資 金などの面において,組 織的に運営することができる。(3)その半面,導 入作物の

栽培については全 く未経験の農家が多 く,ま た経営に対する積極的意欲に欠 ける,な どが

あげられよう。 このような新旧両産地の地域構造 と問題点をもあわせて比較考察すること

は,主 産地形成の今後のあり方をも示唆するものとして,極 めて現実的課題であると考え

る。

以上の2点 を明らかにするべ く選ばれた地域は滋賀県 の草津市の志津地区と守山町の洲

本地区である。志津地区の場合は温室花卉産地 として,す でに伝統を有しているし,小 規

模ながらも県下随一の産地である。一方洲本地区は農業構造改善事業を契機に花卉温室が

導入され,産 地形成にも既成産地と異 った特質を示 している,両 地区は京都,大 阪の通勤

圏内に位置しており,互 いに近接 しているうえに,典 型的な水稲単作地帯の一角に位置 し

ており,本 稿の目的にかなった地域であると考える。
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… 一 都li∫近 郊 に お け る花ll1セ 産 地 の 形 成 と そ の悶 題 点 一一 一

2.既 成 産 地 の 場it一 草津 市志津地 区青地一

(1)地 域と温室花卉園芸の概要

志津地区は,旧 志津村を母体とし,草 津市街地の南東部に近接 している。 天炸川で有名

な草津川が北か ら西へ流れを変える地点で地区を包み込むように流れ,栗 東町に接 してい

る。 また国道一号線が地区の北部を横切り,東 海道新幹線,名 神高速道路 も地区を貫いて

いる。來海道メガロポ リスの輸送大動脈が地区を貫通 しているわけであり,市 場への輸送

条件には極めて恵まれた地域に立地 していることはいうまでもない(第2図)。

第2図 地 域 の 概 要

草津 市の花卉温 室農家 は青地,岡 本 を中心 とす る志津地区 に集 中 して い る。 後述 す る如

く,昭 和30年 代 か ら急激 に増加 し,現 在 は花卉温 室農家40戸,温 室面積5.3haの 規模 を有

して い る(第3図)。 温 室 の特徴 と して は,門 定温 室で ノく部分 が 暖房設備 を 設 置 してい

る。 本地 区で生産 された花卉 は}こと して京 都市場へ 出荷 され,ミ 志津の カー ネー シ ョンミ

と して絶 対的 な地 位を 与え られ てい る。 京都 の花 市場 にお け る志津 の カーネ～シ ョンのi}i

場 占有率は70%以 一ヒに及 び,過 去の実積 を基礎 に して着々 と1三産地 化 を押 し進めて きてい

る。 そ こで,こ こでは志津地 区の うちで も,温 室花 卉栽培 の発生地 で あ り,1JL在 も中心 部

を構成 す る青 地 部落 を と り上 げ,地 域 形成 と問題点 について考 察す る ことに した い。

昭和43年 度 におけ る青 地部落 の農家戸数44戸 の うち,花 卉温 室農 家は11戸 で あ り,部 落

の2割5分 が温室 農家で ある。 ここで は淡 路 島に見 られ るよ うな全階層 参与型の生産構造

を示 すまで には至 っていな い し,ま た その可能性 は非 常 に少 い。 温室 は宅地 周辺 に集 中す

る典型的 な近 郊 型産地 景観 を現 出して い る12)(第4図)。 温室 花卉園芸 の導 入は,昭 和7

年 に1先 駆者 によ って カーネシ ョン栽培 が開始 され た ことに始 ま る。 発 展的には,カ ー ネ
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…一 都市近 郊における花卉主産地の形成 とその問題点一一

第3図 志津花卉園芸組合管内温室面積

(花 卉園芸組合の資料と聴き取 りによって作製。但 し43年度は農業構造改善事業の実績分を含む。)

一シ ョンの露地栽培か ら温室栽培へ と施設 の高度化により,生 産の近代化と品質の向土に

努めてきた。一般的に,商 品生産の発展 している地域は,そ れ以前の段階において,古 く

から疏菜作などの商品作物の栽培を経験 しており,早 くから商品経済に巻き込まれている

度合が強いといわれる13)。しか し青地の場合は,純 粋に水稲栽培→花卉生産に転向 し,温

室花卉栽培 の導入の基礎となるような歴史的背景に非常に乏 しいことを特色 としているの

である。

(2)温 室花卉園芸 と兼業化への分化

温室農家と稲作農家の規模 と就業構造 を示 したのが第5図 である。 これにより両者の就

業構造が明 らかに異質のものであることがわかる。 それは世帯主が農業か兼業かの相違で

ある。温室農家は世帯主が農業であるのに対 し}稲 作農家は比較的安定選好 とみなされ る

職員勤務が圧倒的に多い。 要するに温室農家では,世 帯主とその妻が農業,そ の他兼業と

なるのに対 して,稲 作農家の就業形態は世帯主兼業,妻 農業,そ の他兼業となる。ただ温

室経営農家の中でも,大 規模経営農家においては,長 男 も農 業に従事する機会を与えられ

ている。 しか し残 りの小規模農家はその必要性はほとん どないといわれている。 しか しい
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一一一都 市近郊 における花liF主産地の形成 とその問題点一
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〈注〉

@=世 帯主

⑤=妻

◎=長 男

⑥=そ の他の子供

⑨家 としての兼業種類

●e温 室労働

○=稲 作 だけに従事

S=職 員勤務

J=自 営兼業

K=工 員

H=日 雇人夫

D=・出稼 ぎ

i=第1種 兼業

2=第2種 兼業

('は2人 以上)

青地部落の就業構造(1965年)(温 室面積は1968年)

(資料)農 林業センサス,農 協支所資料
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一～ 都市近郊 における花戸卜L産地の形成 とその問題点一一

ずれ に しろ,花 卉 温室 農 家 と稲作農家 では労働 力構造 が異質 で あり,専 業化 と兼業化 の相

反す る傾 向が 同時に進行 してい る。 これ は,主 と して従来 の生 産基盤 に もとつ いた,都 市

化 に対 す る,経 営 主体 の農 業経営観 に関わ る問題 で あると考えて差 し支 えなか ろ う。 す な

わ ち温室 花 卉園芸 は資本集約 的で あ り,高 度 な栽培技 術が要求 され,中 途 半端 な経営 では

成 りウ:たない ことに起因 してい ると考 え られ る。 そ こで両傾 向へ の分 化 の要 因 を追求 す る

ことに したい。 ここでは 兼業農家 の側 か らす る}{産 地 形成 の困難 さ,す なわち なぜ 全階層

参 与型 の産地 と して成 立 しないか とい う,い わば逆説 的な解釈 を試み た。

ω 都市近 郊 の花卉 園芸 地域 は,そ の成立基 盤 と して,そ れ以 前の段階 において,疏 菜

栽培 地域 として商品経済 にさ らされ て いる場 合が 多 く,商 品生産農 業に志 向す る意欲が 強

い ことと,農 業経営 の規 模 の零細性 が指摘 されて きた。 しか し本地 区にお いては,こ れ ら

の一般 的傾 向はほ とん どあて はま らな い。 水稲 単作経営 に直接花卉温室 が プ ラス され た地

域 で あ り,ま た水 田規 模 も昭和40年 に1戸 当 り平均70aを 経営 し14),滋 賀県 全体 の 平均

80α と比較 して も必 ず しも零細規模 で はない といえ る。 例えば 淡路 島の1戸 当 り'F均40α

に比 較 して,そ の2倍 の水 田規 模 を有 して い る。 これ らの歴 史性 と水 田規模が本地 区の花

卉温室 を特徴づ けて い る。

(ロ)京 都,大 阪方 面へ の通勤は容易 で ある うえに,草 津 市及び周辺 部 も工場 の建設 が さ

かん であ り,勤 務 先に非常 に恵 まれ てい ること,ま た比較的 不安定な 日雇 人夫で あ って も

1日2,500「1]に はな る こと◎

の これ に対 して温室花卉 園芸 は資本集約 的で あ るため,経 営 的 リス クに対す る不安感

はぬ ぐい 切れず,容 易 に導入す ることは困難で ある。 例 えば借 入資金 の 利 」'返済 に 困窮

し,田 地 を担 保 に入 れ,自 らを 窮地 に追 い込 んで いる温 室経営農 家が存在す る,こ れ は逆

にいえば,経 営成績 が良好 な ら全面的に借入 資金 に頼 る必 要 はないはずで あ り,ほ とん ど

の農 家が借入金 の返済 に追われ てい る現状 は,一 体 何を意味 してい るのか。

(一)さ らに規模拡 大につ いて 考えてみ ると,既 存の温室 の周囲 に増設 す る必 要が あ り,

その土地が無 い場合 には買収す る必 要が あ る。 しか し現在 で は,土 地 買収 の うえ に建設 費

負担 は,わ ず かの例外 を除外 してほ とん ど不 可能 に近 い。

㈲ 最 後に健康的条件 を あげねば な らない。 温室 内の労働 は,特 に夏 季にお いては窓 を

全開 に して も38℃ 位に まで上昇 し,昼 間の労働 は事実 上不11∫能 に近 い。 これ に対 して労 働

力 の商 品化 は,時 間的 に規則 正 し く,そ の余暇 を利用 す る ことに よってJl日 当 りの労働

生産性 では非 常に高 い水稲 栽培 で補足 して いる次 第で あ る。

以上 の如 く,水 田+兼 業農 家は これ らの事情 を敏感 に感 じと ってお り,比 較的容易 な労

働 力の商 品化へ と分 化 の道 を歩んで い く。 農 業において最 も安定 した地 位を 与え られ,栽

培 の容易 な米 作 に依存 した まま分 化 してい く。 こうした`拝情か ら本 地区で は,こ れ以上 急

激 には花卉温 室農家 が増 加す る可能性 は著 し く少 い もの と考 えて 差し支 えあ るまい。

総 じて兼 業化 の容易 な地域 に あって,し か も年 々の地 価上昇 の渦 中に あ ってs少 数 の花

卉 温室農 家の存立条件 は何で あろ うか。 それは高収益性 で あ り,一 種の技能労 働者 と して

の誇 りで あ った。 これ らの ものが,上 の5つ の要因 に対抗 して,小 規模 なが らも主 産地を

形成 して きたので ある。事 実,花 卉温 室農家 は 自身を農民 でな いと感 じてい る。 セ ンサ ス

で も花卉農家 は 自営兼 業で15),第2種 兼 業農 家に属 してお り,分 類 的にはサ ラ リー マン農

家 と同 じよ うに扱われ てい る。 しか し年 間収入欄 には花卉 によ る収入 が含 まれ てい るとい

う矛盾 した数値 が表わ され てい る。 これで は兼 業と農 業の概 念が 全 くあい まいであ ると云
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わ ざ るを得 な い。労 働力構成 か らみ て も花卉栽培農 家 こそ専業農 家 と して取扱 って良 いの

で はなか ろ うか。 今 さ らなが ら統計調査 とい うものの不確 実 性が痛感 され る次第 であ る。

(3)温 室 の規模 と拡 大過程

温室規模 は1戸 当 り'F均11.5α で,中 心 部の青地部落 におい ては14aに 及ぶ16)。 と くに

青地 で大規模 で ある理 由は,20aを 越 す 大規模温 室農家が3戸17)存 在 す るため で ある。 し

たが って この3戸 を除 いた残 りの温 室農家 の1戸 当 り¥7/_.1.均規 模 は8aと い うことにな り,

温 室農家 間の格差が 著 しい ことを示 してい る。 これ を稼 動温室 の多い淡路 島の野 田部落 の

7a,ま た渥 美半 島土 田部落 の5.7aと 比 較 す ると18),か な り規模 が大 きい ことがわか る。

これ は本地 区 にお いては産地 と しての空 間的広 が りの弱 少性 を1戸 当 りの規模 拡大で補足

した結 果で ある。 さらに暖房施設 の設 置は,そ れ の稼 動能 力を十分 に発 揮 させ うるため に

も,あ る程度以 ヒの規模 を必 要 と したか らであ る。

と ころで温室 は,土 地利用 的に は小面積 で あ るが,施 設費 に相当高額 の資 金 を必要 とす

る。 施設 費 は3.3㎡ 当 り1万 円位 であ り,そ のため除々 に年 月をか けて規模 拡大 がな され

るわけで ある。規模 拡大 の過程 に もい くつか のタイ プに分類 で きるが,大 き く3つ に分 け

る ことが で きる,ま ず第1は,徹 底 した 自己資金 投入型 で,こ の場合 には水 田の売却 によ

る犠牲 を伴 な う場 合 もある。 第2の 型は,借 入金 に頼 る型 で あ り,こ の場合 は水 田面積 の

変動 は少 ない。 さ らに第3の 型 として は,土 地 成金 によ る規 模拡大 が これ で ある。 第3の

場 合が非 常 に少 いのに対 して,第2の 場合が最 も 多 く見 られ る型 で あ り,低 利 の 貸付資

金,と くに昭和36年 度 に発 足 した農 業近 代化資金制度 に負 うと ころの ものが大 きい。 さら

に最近 では農 業構造改 善事業によ る借入金,補 助金 な どが規模拡大 の支 え とな って い る。

草津 にお ける30年 代 後 半以 後の温 室農 家の増加 は,こ れ らの借入金 と密接 な関係が あ ると

いわ れ てい る。 規模 拡大 の過 程 に も上 のよ うに3つ に分類 で きるが,こ れ もあ くまで便 宜

的 な もので,こ れ らが互 いに並存 してい る場合 も少 くな い。 そ こで これ らの事例 をお のお

のの農家 のサ ンプ リング調査 によ って 明 らかす る ことに したい。

第1に 相 当す るのは0氏 で ある。 現在水 田面 積:1.,カ ー ネー シ ョン温室7aが 経 営面

積 で,そ のほか に農 業構 造改善事 業 によ る共 同育苗温室7aの 担 当者 で もある。 カー ネー

シ ョンの露 地栽培 を昭和28年 頃開始 し,31年 に温室栽培 に転 向 した。 その 当時 水 田面積

1。2haを 所有 してい たが,そ の うち通作距離 の遠 い40aを 売却 し,温 室の建設資 金 に充 て

るとと もに,2.6aの 温室 を建設 した次 第で あ る。 そ の後の4aの 増設 もすべ て 自己資金 で

経営 してい る。 この例 は,水 田売却温 室拡 張型 の典 型 であ る(第4図)。

第2の 例 は数 多いが,H.0氏 の場合 を あげよ う。 昭和30年 頃露地栽培 開始 の後,33年

に3aの 温 室 を建設。 徹底 した借入れ 資金 に よ り規模 拡大 を図 って い る。3年 毎 に増設 し

現在 で は11.5aの 規 模 を有 してい るが,こ の うち約 半分が償却済 み で,残 りの半分 は借金

温室 とな ってい る。

ここで本地 区最大規模 で,西 日本 で も最 大級 の温 室農 家の規模 拡大過程 を明 らか に して

お きたい。U氏 の場 合全 くの個人経営,個 人 出荷 で,志 津 花卉 園芸組合 に は加入 してい な

い。 現在バ ラ温 室60aを 経 営 して お り,目 下 さらに13dの 温 室を増設 中で ある。U氏 は組

合に参加せず19),ひ たす ら大規 模化 す ることによ って これ と対 抗 して きた。 現在 では規模

が大型化 しすぎた結果,組 合加入 は一 段 と困難 とな って きてい る。 昭和26年 頃 に温室園芸

を開始 したが,最 初1.6aの 温室 を 自己資金 で建設 した。 その後,現 在 の よ うに60α 以上

の経営規 模 にまで拡 大 し,し か もそれを宅地 の周辺 に集 中す るためには,温 室建設 予定地
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一 都市近郊における花蒔主産地の形成とその問題点一

を買 収す る必要 が あ った。 現在 の温室 景観 はそ の結 果 であ り,増 設 資金 は全 て借入金 に頼

って きた20)。 また現在 の水 田面積 は30aと な って い るが,実 際 には2倍 以 上 の所有水 田面

積 が ある とい われ る。 こ うした 大規模 温室農 家で は,各 種 統計数 字 に表 われ ない耕作 の移

動 が行 われてい るもの と思われ る。 ただ これ らの 実体 を正確 に把 握す る ことは困難で あ る

が 目に見 えな い部分 での分解 が進 展 しつつ あ る ことは確 かな よ うで あ る。 しか し筆者 の聴

取 り調査 の範囲 内で は,大 部分の ・ド均 的規模 の温 室農家 は,水 田をriカ で耕 作 し,基 礎作

物 と しての重視 は衰 えていず,規 模拡 大 を条 件づ け る基礎 とな ってい る。 結局,最 終 的 に

は経 営 資金が必 要で あ り,借 入金 に支え られ,多 大の利 子返 済 の重 荷 を背負 いつつ,高 収

益 を期待 す る ことによ って今 日の産地規 模 に達 したので あ る。 では次 に この よ うに して形

成 され た産地 の経営 構造 につ いて明 らかに してお きたい。

(4)温 室花卉 の経 営構造

志 津地 区 にお ける花卉 温室 は,カ ー ネーシ ョン3.7ha,バ ラ1.3haが その主 な もので あ

る。 本地 区の花卉 温室 は固定 暖房温室 を その特徴 とす る。 関西 の花卉 園芸 の代 表的産地 た

る淡 路 島の場合 が,移 動 温室 が卓 越 してい る点 と明 らか に異 な る21)。 もっと も淡路 島にお

いて も近年 で は,農 業構 造改善`拝業 の実施 を契機 と して,周 定 温 室 に切 りか わ りつつ ある

といわれ る。 生 産条件 の整備 によ り施設 の 高度化 に努 力 しない と,激 化す る産地 間 続争 に

勝 ち残 れ ないた めで あ り,産 地 間 の近 代化 競争 とな って現 れて きた結 果で ある と考え られ

る。 この固定 暖房 温室 と移動温 室 の生 産性 の比較 や 企業的 栽培 の限界 な どに関 して はすで

に述 べ られ てい るが22),要 す るに,設 備投 下資本 に対 し,年10%の 利 益が得 られ るか否か

を基 準 にす る ことによ って,企 業的 栽培 と して成 り立つ には,固 定 暖房 温室 が 不口∫欠の 条

件 とな ってい る。 た だ移動温 室の場 合は施設 費が 固定 温室 の40°o内 外 の低廉 さで ある点 が

冬 期温 暖の気候 条件 に加わ って、淡路 島 の全 階層 参与型 の温室花卉 園芸地 域 を形成 す るに

至 った ことを説 明 され てい る。逆 にいえば、 本地 区にお いては、 高額 の施 設費 を必要 とす

る固定 暖房 温室 のゆ えに、少数 の農 家 によ って産地 の形成 が図 られて きた といえ る。 ここ

に生 産面 か らみ た立地 要 因の一 端 が明 らか となろ う。

さて、本 地区 の温室 花卉 の根 幹 をな して きた カー ネー シ ョンの栽培 は、1年1作 で周年

出荷 を 目標 と し、切花 の 出荷 は9月 下 旬か ら6.月 下 旬 まで あて られ る。 第1回 の 出荷 最盛

期は12月 で あ り、第2同 の最盛 期 は2月 ～4月 上旬 にか けて あ らわれ る(第6図)。 固定一
1月

一
12月

定 植

う 一一 一 一≒〉

暖 房 火 入 れ

第6図 固定温室(暖 房)の 栽培暦

暖房 温室 では 出荷最盛 期 に開花 時期 を揃 え ることは可能 で あ り、 市場対応 条件 を有 利に展

開す る ことがで きる。 価格 は カーネー シ ョン1本'F均7円 で、年 末 の出荷最盛 期 には大輪

で50円 、小 輪で20円 にはね上 り、 かな りの高 値 を呼ん でい る。 一 方バ ラの価格 は年 間1本

当 り平均25円 で、 出荷 最盛 期 には200円 を上回 る23)。 この よ うに価格 にはか な り恵 まれて
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お り、バ ラ栽培 農家 では3.3㎡ 当 り10,000円 前 後 の粗 収益 を上 げてい る農 家 も存 在 す る。

つ ぎ に温室 カー ネーシ ョンとバ ラの経営状 況を比較 す ると、① カー ネーシ ョン経営 はバ

ラよ り も労働集 約的 で あること。 と くに定植 期に は多 量の労力 を必要 と し、 これが カー ネ

ーシ ョンの規模 拡大 の制 限要素 とな って い る。 筆者 の聴取 り調査 によれ ば、バ ラは カー ネ

ーシ ョンの%の 労力 で経 営が可能 で あ り
、1人 当 り15aま で可能 で ある とされて い る24)。

② カー ネーシ ョンは一応 大衆 化 してい るが、 バ ラは高 収益作 目では あるけれ ども、 まだ消

費 が伸びつつ あ る時期 で あり、価格 が不安定 で あるな どの点が異 な るといわれてい る。 そ

れ ゆえ、バ ラは暖房 費を若干 余計 に必要 とす るほかは、経営費 はほ とん どかわ らず、規 模

拡大 が容易 であ る(第1表)。 例 えば カー ネーシ ョン栽培農 家の1戸 当 り温室規 模 は8a

第1表 カ ー ネ ー シ ョン とバ ラの 経 営 成 果(3.3m2当 り)

1か ネーシ・ン1バ 一フ 備 考

売

上

げ

切り花売上げ

苗 の 販 売

8,000円

計

goo

経 営 費

所 得

投 下 労 働 時 間

時 間 当 り 所 得

8,700

5,020

3,680

34時

12,000円3
.3m2当 た り

158.2円

ia,oao

6,175

5,825

20
-1 -一 一1-一 一 一一一一一

291.3

カ ー ネ ー シ ョ ン

ノぐ

1,000本

ラ

300本

(Ii_十嵐憲蔵:水 稲プスラアルフア方式の経営による)

で あるのに対 して、 バ ラのそれ は18x25)と 規 模拡大 の差異 を実際 に示 して いる。 バ ラは栽

培 戸数 こそ少数 で あるが、 バ ラの ま とま った産地 が少 ない ことが 原因 とな って、数年 来 よ

り、 カーネー シ ョンか らバ ラ栽培へ と移行 す る農家 が 目1っ てい る。 青地 部落で も大 規模

栽培 の農家は大部 分がバ ラ栽培 農 家で ある。

一・方、バ ラ栽 培 の伸 長 とは反対 に、伝 統 の カー ネーシ ョン栽培 は停滞 しが ちで あ るが、

着 々 と近代 化へ の対策 は進め られて いる。 カー ネーシ ョンにと って、労 働面で最 も問題 に

な ったの は、定 植時期 と水 稲の 田植 え作業 との競 合で あ った。 しか し最近 では早 期栽培 の

普 及に よ り、 田植 え は5月 に済 ませ、 そ の後6月 中旬 に定植 がで きるよ うにな った。 また

農業構 造改善事 業 によ る蒸 気土壌 消毒機 の採 用は、定植 時 の土 の入れ替 え作業の労働負 担

を著 し く減少せ しめた。 この消毒機 は一応共 同利用 とな ってい るが、 これ の利用者 は小規

模温室 経営者で あり、大規 模経営者 は暖房 と兼 用で蒸気 ボイ ラーを 自己所有 して い る。 こ

の よ うに厳然 と温 室花卉産地 内部で も大規模農 家 と小規 模農家へ の分 化 を示 してい る。 し

たが って、全体 として の共 同化の実現 は非常 に困難 にな って きて お り、少数 の大規 模農 家

が有利 な条件 の もとに経営 を展開 し、 残 りの多数 の小規模 農家 は比 較的苦 しい状 態 におか

れ てい るのが現荘 とい えよ う。 以上 において 明 らか に した如 く、生産面 にお いて、 問題点

を内包 しなが らも、比 較的高収益 に支 え られて、温 室花卉園芸地 域 は展 開 してきた。 そ こ

で次 にその収益 はいかな る もので あるのかを明 らかに してお きた い。 ここで は地代 と地価

の関係、 花 と米 との生 産性 を比 較す る ことに よって、 問題点 を考 えてみ たい。
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(5)生 産性 と地価

農 業の収益地価、 すなわ ち地代 と同額 の利子を生む元本 が、土地 の転用 面積 と同等 ない

しはそれ以上 でない場 合には、農 業の経営 を放棄 して、非農 業用地 へ転用 した方が有 利で

ある。 しか し現 実の農村で は、 これ らの関係を全 く無視 した形 で成立 して いる場 合が多い

よ うであ る。 これ はと くに大都 市近郊 にお いて著 しい現 象で あるが、 これ に対抗 して集約

度 の高い農業 を展開 す ることは容易 ではない。

青地 を中心 とす る志津地 区は、直接的な都市 化の影響はそれ ほど顕著 ではないが、一 体

どの程度 の生産性 をあげてい るであろ うか。 まず、 農 業の収益地価 を求 め ることにす る。

青地 の暖房温室 花卉 の粗 収益 を相 当低 く見 積 って3.3㎡ 当 り6,000円 と し26)、これ の6割

引を純収益 とす ると2,500円 にな り、10α 当 りで は75万 円とな る。 この収益を現在 の'1∠均

利率 年5分 で資本化す ると,10a当 り1,500万 円、3.3㎡ 当 り5万 円 の収益地価 とな る。 こ

れ に対 し青地周辺 の一一般地価 は10a当 り高値 で300万 円27)と いわれてい るので、3.3㎡ 当

り1万 円 とい うことにな る。 したが って農 業収益 地価は一般地価 を約5倍 ⊥ 回 って いる こ

とにな るのであ る。 ここでは、一般地価水準 もい まだ それ ほ ど高 くな く、資本集約的 な温

室経営が断然有位 に あり、十分農 業経営 が成 立す る ことを示 してい る。 農 業収 益地価 を低

く計算 して この数値 で あるか ら、実際 には さ らに高 い4こ産性 を あげて いる ものと 考えて ノ1.

し支えなかろ う。 逆 に、本地 区においては、外部 の都市 的産 業の勢 力がそれ程 強 くない こ

とを示 してい る もの ともいえよ う。

一 ノ∫、 これ を水 田稲 作の場 合 と比較 してみ よ う。 水稲の農 業収 益地 価は3.3㎡ ⊃!1り3,000

円前 後で あ り、一般地価水 準 よ りは るかに低 く、都 市的土地利 用への転用か、花卉温室へ

の転用が有利 な ことを示 して いる。 しか し、 水 田稲作は、近年 の栽培 技術 の発達 で、1日

当 りに した労 働生産性 は非 常に高い。 す なわ ち最 もデ↑力栽培 がIJ能 で あ り、年 間5∫]と10

月以外 はほ とん ど投下労 働を必 要 とせず、価格 変動 の危 険性 もない うえに、財 産 と して投

機 的に所 有経 営 して いる場 合が多い。 つま り稲 作は、兼 業志向 型農 家に とっては、最良 の

副 業で あ り、不動産 とな ってい る。 温室 花卉 園芸 の地域 の形成 に とって,こ の面か らも稲

作農 業の考察が重要 なポイ ン トとなって くるので ある。 以上 の如 く、温室花卉の収益 は、

一般 地価や米 の生産性 をは るか に凌 駕 し、都 市産 業の滲透 に十 分対抗 し得 る農 業経営 が実

現 され てい ることが明 らか とな った、それ と同 時に、一方 において は、 ・ド均以上 の経 営規

模 でない と、 経営 の存続は 困難 で ある こと も明 らかで あろ う。 そ こに稲作 の 重要性が あ

り、 かな りの水 田面積 との複合経営 によ って示 されてい るのであ る。 花卉 と稲作は、 いわ

ば補完関 係にあ るといえ よ う(第5図)。

3.新 興産 地 の場 合 一 守山町洲本地区一

(1)地 域 と農 業構造 改善事業 の概要

守 山町は野洲川が琵琶湖 に注 ぐ豊沃なデル タ地帯 で、 湖南 平野 の代表 的穀倉地帯 の一角

を形 成す る。 滋賀県 農業の模範地帯 の如 く、近世以後、米 ・菜種 作の一人中心地域 と して

栄 えてきた。洲本地 区は東 ・西洲本 か らな り、守 山町 の中央部か らやや北 よ りに位置 し、

北 に野洲川 が貫 流 し、南 は耕地 の一 部が琵琶湖 に面 してい る・('担地帯 に位 置 してい る。 農

家戸数 は168戸 で、花卉栽培導 入以 前の1戸 当 り耕 地 面積 は約lhaの ・ド凡 な水田農村で あ

る。 昭和40年 には専 業農 家はほ とん どな く、 兼 業農家 も例えば東洲本 の90戸 の うち40戸 は

人夫 日雇で あ り、水稲 と農 閑期利用の現金 収入獲得が 大半を凸め ていた といえ る。 当時、
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区画整理事業が実施 されていたが、大部分の農家は人夫として労働力を提供 していた。

このような状況下にあって、 目ざす花卉温室はどのようにして導入 されたであろうか。

その経過を若干検討 しておきたい。計画時においては、温室花卉栽培 に対 して余 り積極的

ではなかったといわれている。農業構造改善事業は昭和38年 か ら40年にかけて、土地基盤

整備事業と作目の選択的拡大をセ ットにして実施 された。 当時、地区の農民達は水稲の生

産性を高める区画整理事業は歓迎す るが、米以外の作目に対する興味をほとんど持ち合わ

せていなかったといえる。半ば強制的に温室花卉栽培 に踏み切 らざるを得なかったといえ

よう。 このため希望者が栽培を開始するとい う方法ではな く、事業の遂行のために、名前

を連ねたとする見方が妥当なものといえる28)。つまり創設時において、諸々の問題点を内

包 させて出発 したのである。経営主体 自からの経営観 にもとついて温室花卉園芸を導入 し

た草津の場合と比較 して も、大部分が補助金でまかなわれ、強制的に与え られたものとで

は、経営意識の面で相当な差異があることはいうまでもない。 ましてや、花卉温室など高
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度 な施設 園芸 はか な りの栽培技術 を必要 とす る。 本地 区のよ うに、 花卉 の露地 栽培 の経験

もほ とん ど無 い地 区におい ては、 かな りの経 営的危 険を覚悟せ ねばな らない ことはい うま

で もあるまい。 しか し隣接 の草 津il∫志津地 区で一 応 の経営 的成 果を あげて い る点等 を考慮

にいれ て、 それの模倣、 追 従を 目ざ した、 はなは だ他人 まかせ の 出発点 で あ った といえ

る。

さて農 業構造改善事 業の 目ざす ところの もの は、 個入 経営 の限界 を打破 し、 協 業組織、

協業経営 によ る協 業化 の推進 であ った。 本地 区 におけ る花卉栽培 も最初は 協業経 営 と して

出発 した もので ある。 そ こで新興産 地の特 色で ある協 業経 営 による産 地の形成 の実態 を明

らか に して お きたい(第7図)。

(2)協 業経営 の崩 壊 と経営 の現況

農業構造改 善事 業によ って設 置 された施設 は、花卉集荷 所、花卉 貯蔵庫、 保温施設 な ど

創 設時か ら近代 的生産設 備 を もって誕生 した。 最 初、 出資者31名 で花卉組 合が設立 され

た。 そ うして洲本地 区で4班 の協 業経営 グルー プが結成 され たが29)、2年 目にす ぐに3班

に統合 され た。 そ こで この3班 の グル ープを仮 にA、B、Cと 区別 しよ う。A班13人(現

在 の経 営者 は7入)、B班10入(現 在 の経営者2人)、C班8人(現 在の経営者5人)と

な ってい る。 したが って、現 在 で も実際 に経営 してい る もo)は31人 の うち14人 で、 これ に

グル ー プか ら離脱 した2人 を加 えた16人 か ら構成 され てい る30)。 この うち現在 で も完全 に

協 業経 営 を 実施 してい るのはA班 だ けで、B班 、C班 は ともに個人経 営 の形 を とって い

る。 したが って、 事実上、1つ の協 業経 営 グル ー プ7人 と個 人経 営9人 か らな ってい るわ

けで あ る。 つ ま り31人 の組 合加入者 の半数 にあた る16人 が、 実際 に経営 に参加 してい るに

すぎない(第8図)。

創 設 時 一→ 現 在

A 協 業 経 営13人 → 協 業 経 営7人

B

C

協 業 経 営1・ 人 一(個 人経営2+1人)

+(個 人経営1人)

牒 経 営8人 一(個 人経 営5人)

創 設 時

生 産

0

集 荷 出 荷[一 一
↓ ↓ ↓

現 在(個 人)一 く 個

↓

人)一[:三]

第8図 洲本地区の生産 ・出荷組織の変化

なぜ、 か くも実際 の経営者数 が著 し く減 少 した ので あろ うか 、その理 由を あげると、 ま
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ず 第1は 、構 造改 善 【芦:業は1戸 につ き花 卉温室 を約3a経 営 させ て、60万 円の収益 を あげ

る農家 を30戸 以上 作 るとい う名 目で、形 式的、非 融通性 の下 に 出発 した こと。 第2と して

は、組 合員 には,構 造 改 善葺業の役 員,役 場 関係,当 時 の区長 など,地 区 の名士 が名前 を

連 ね,経 営 意識 とは無 関係 にrの 形式 的成功 のみ を重視 した こと,な どがあ げ られ る、

このよ うな状 況一ドで出発 した花卉 園芸 では、 協業経 営 の継続 も困難 とな って くる。 また水

田規 模別 参加者 か らみて も、 約8割 が1ha以L層31)で あり、 稲作か兼 業で十分 成 り立 っ

てお り借入金32)の 返済 とい う履荷を背負 って まで、 資本集約 的な温室経 営 をす る必要 はな

く、敷地 の配 当金 だ けを得 てい る人 も多い次第 で ある。

と ころで,現 在で もただ1グ ル ー プ残 ってい るA班 の協 業経営 は7人 で構成 されてい る

が,企 て 女性 だ けが カー ネーシ ョン栽培 に従 事 してい る。 ここで は共 同計 算 で あるため,

自立観 念 は全 くない33)。 その ため能 率が悪 く,品 質 も低 く,1}1実 上草津 の志津 の カー ネー

シ ョンに対抗 す る ことは不可能 とな って い る。 それ ゆえ,温 室園芸 を真実 の経営対 象 に し

ょうとす る農家 は,協 業経 営を解休 して個人経営 を志 向す ることにな る。

例え ば,こ れ を温 室規 模 の面か ら検討 してみ よ う。協 業経 営 を継続 中のA班 の規 模 は1

戸 当 り約3aで あるが,事 実上 は個入経 営 とな った農家 は1戸 当 り約13aの 規模 を有 して

い る34)。 さ らに個 人経 営 の うちの3戸 は,1戸¥/_1均 に して10aの 温室 を増 設 してお り,構

造 改造 事業に よる温 室 と合計 して20α 以上 の大規模経 営者 とな るに至 ってい る。

そ こで,協 業経営崩壊 の原因 を,農 民 の側か ら検討 し,ま とめて み ると,次 の 如 くな る。

(1)生産基盤 と しての水 田面積 が比較 的大 き く,切 実な経営不 安が なか った こと。② 設立 時

におい ては,温 室 面積が1戸 当 り3.6aと 小規 模 で,r位 化は不 ロ∫能で あ った。 ただ し現

在で は経 営参加者 が減少 した結果,個 人経営者 におい ては1戸 当 り約13aと な ってい る。

これは 自然 淘汰 的現 象 といえ よ うか。(3)耕 地 の区画整理 には協力 的で あったが,作 目の選

択 的拡 大は,押 しつ け事 業と して反発 し,む しろ容易な労 働力 の商品化 を志 向 した こと。

しか し,我 々 は ここで改め て確 認 してお きたい。 協 業経営 の崩壊 は,協 業経 営r{身 に責

任が あるので はな く,そ れへ の取 り組み 方 に闊題 が あった と考 える。協 業化 は農 業経営 の

発 展 とい う目的 のための手段 で あって,そ れ 自体 が 目的 ではない35)。 経営 の発 展の ために

は必 須 の条 件で あ りなが ら,必 ず しも現 実化 し得 ない のは,こ のよ うな 目的 と手 段 のす り

かえ に起 因 して い る場合が 多い ものと考 え られ る。 ま してや補助金 を得 るため の手段 とし

ての,み せ か けだ けの協 業経 営な ど とい うものは論外 といわ ざ るを得 な い。

さて,次 に生産性 の検 討に 移 りたい。 本地 区で は,設 立 され てか ら日が浅 い ため,経 営

成果 の云々 は時期尚早 の感 が あるが,若 干ふ れて お くことに したい。 温 室園芸 は,草 津 の

志 津地 区 と同 じ くカー ネーシ ョンとバ ラで あ るが,漸 次 バ ラ栽培 が増加 しつつ あ る。構 造

改善事 業 によ る指 定作 目は カーネー シ ョンで あったが,草 津 の カー ネー シ ョンに対抗 す る

の は不 利で あ るため,バ ラ栽培へ転換 し,現 在 で は温 室面積1.7haの うち,6割 に あた る

1haを バ ラ栽培 にあて,残 りの4割 で カーネー シ ョンを 栽培 して い る。 主産地形 成o)方

向 としてバ ラに注路 を見 い出 して い るよ うであ る。

そ こで施 設 園芸 農家現 況調査36)に よ って,経 営状 況を示 してお こう(第2表)。 資料 の

関係上 カー ネーシ ョンだ けで あるが,こ れ によ ると,3.3㎡ 当 り1,300円 の純 収益37)を あ

げてい る。 本 地区 にお ける1戸 当 り温 室規 模 は,個 人経営 が13aで あるので約50万 円 とな

るが,協 業経 営 では1戸 当 り3aで あるか ら10万ill強 とい うことにな る。 要す るに経 営 と

して成 り立 ってい るのは,個 人経 営志 向農家で あ り,協 業経営 継続 中の農 家 は全 くの副 業
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第2表 守 山 町 カ ー ネー シ ョン と水 稲 の経 営 成 果(3.3㎡ 当 り)
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に あて られ て い る。
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的地 位 を占めて い るにす ぎな い。 このよ うに,新 興産 地 た る本地 区 において も,協 業経 営

の崩壊 と ともに,階 層間拡 差 が顕 薯 とな りつつ ある。 この面 において も,既 成産 地 た る草

津 に追 随 し ょうとす るので あろ うか。 今 後 もます ます この傾 向が強 化 されて い くとい うこ

とは,も はや疑 い のない事実 で あろ う。

4.流 通 組織 か らみ た 新 ・旧 両 産 地

農作物 の販売 には,柑 橘類 のよ うに 大規 模 化 し,集 積 の利 益を強 化 しよ うとす るものが

多い中 に あって,温 室 花卉 栽培 で はいか な る地 域 構造 を示す で あろ うか。 これ を新 ・旧両

産地を 比較 検討す ることに よ って明 らか に した い。

一般 に産地 の規 模 が拡 大 し,販 売 量が増 大 して くる と,共 同化の 傾向 をと り,一 層 計 画

的なll∫場 対応 を 目ざすよ うにな り,市 場 占有率 の増 大をはか るよ うにな る。 これ は産地 の

1則か らす る条 件で あ るが,市 場側 に とって も有利 な条 件 とな る。 新 興産地 は既 成産 地 に比

して 市場 開拓 が困難 で あるが,本 事 例 のよ うに新 ・旧両産地 が近接 して 、`ノ:地して い る場 合

を検 討 してみ よ う。

志 津地 区 の場 合 は,ト ラックによ る共 同輸送 で,i_.と して京都Ilf場 へ 出荷 して い る。 こ

の場 合,共 同 とは い って も,選 別,荷 造 は個 人で行 ない,個 人別 商品 と して 出荷 され る。

輸送 は花 卉組 合の共 同輸送il〔で,2人 ず つ交代 で 市場へ 出か け る。 この場 合は輸送 費 の節

減が最 大 の目標 とな る。 例 えば カー ネー シ ョンの京都 市場へ の 出荷 は,1箱 当 り100円 で

あったの が,今 年4月 か らは50円 に値 ドげ され た38)。 これ を洲本地 区 の場 合と比 較 してみ

ると,こ こはli∫場 が 大阪 で あるため,1箱 につ き250円 を要 して お り,草 津 の5倍 の輸 送

費が必 要とな ってい る。 この 差異 を助 長 して い るのは,輸 送 担 当機関 の相違で あ り39),こ

れが輸 送 費の開 きを大 き くしてい る原因 とな って い る。 すなわ ち カー ネー シ ョンの 単価を

7円 と し,1箱500本 入 ると して,1本 当 り出荷経 費率 を比 較 す ると,草 津 は1.4%,守

liiは7%に な りS輸 送 費負担 が ノくきい40)。守 山 の洲 本地 区は 協 業経 営 が崩れ,!l・11人化す る

な ど産地 と して過 渡 期に あ るたy),当 分 は この状 態が続 くもの と思 われ る。

また 出荷/11:も,伝 統 ある草 津 の志 津 のカー ネー シ ョンが京都li∫場 を独 占 して い るため,

守 山は遠距 離 の大阪へ 出荷 してい る。 た だバ ラの場 合は 市場が 小規模 で あ り,守 山産 も非

常 に品質 が良 いため,価 格維持 等 の点 を 考慮 して,草 津 と合同で 市場 調整 を行 ってい る。

この よ うに,花 卉 園芸 の場 合,新 興産 地 が既 成産地 に対抗 し得 るには,品 質 の向上 が急務

とな ってい る。 これ に対 して,既 成 産地 と して も,新 興産 地 の拾頭 に対 処 す るために は,

果荷 ・出 荷をr㌃y)た 共 同1ヒが必 要 とな って くる∪ しか し共同 化は,高 級銘柄 と して1部 市
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場 を独 占 してい る人規模経 営農 家4Dに とっては不利 にな り,こ れ の実現 は困難 とな って い

る。 既成 産地 で は と くに産地 内部 において も個人 間競 争 も激 し く,産 地 間競争 とと もに,

産地 内 部の近 代 化が急務 とな って い る。

また本 事例 のよ うに,近 接 す る新 ・旧両産地 は,交 流を深 め る ことによ って,広 域的 な

主産地 形成 を図 る必 要が あ ると考 え る。

む す び

都 市近郊 水田地帯 におけ る花卉 温室地 域の うち,比 較的 局地 的 な産地 を と りあげ,1_.1

地 の形成 と地域構 造 を考 察 し,あ わせて近接 す る新 ・旧両産地 を比 較検 討 した。 以 上 を要

約 す るとつぎ の ごと くな る。

① 発展的 に は兼 業化 と集約 化へ の分化 のなか で形成 され るため,全 階層 参与型 の生産

構 造 が示 され な い。 これ を規定 す る条 件は,水 稲栽培 を中心 とす る地域 の生産構 造 で あ り

都ll∫化の影 響で あ る。

② その よ うな産地 と して の小規 模性 を克 服 す るため,1戸 当 りの規模拡 大 をはか るこ

とによ って,市 場対 応 を強化 す る傾 向が あ る。

③ 旧産地 に おいて は,専 ・兼 業へ の分 化 とと もに,花 卉温 室農 家間で も分 化が 菩 し く

f周別化傾 向が 」.しい。

④ 新産地 の形 成 は,政 策的 に作 り出 され る場 合が 多いが,形 式L義 に偏せ ず,事 前的

な地域 の農 業構造 の基礎 調査 の必 要性 が痛感 され る。 そ う して地 域農民 の動 向,経 営志 向

をr.ti視し,農 民 不在 の政策 で あ っては な らな い。

⑤ 新 ・旧両産地 は,近 接 す る場 合,対 抗 的 な}三産地形 戊 にな らない よ う,行 政 区域 を

無 視 した地域農 民連 合 と して,広 域 的 な1三産地形 成 をはか るべ きで ある と考 え る。

本稿作成にあたり,日 頃親しく御指導いただいている谷岡武雄教授に心から御礼申し上げる。
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17)志 津地区全体では20aを 越す農家は4戸 ある。

18)松 井貞雄:前 掲13)

19)組 合非加入の理由は人情的なものといわれている。

20)近 代化資金,農 業構造改善事業借入金,総 合資金など,可 能なものは全て利用す る。

21)松 井貞雄:前 掲13)

22)松 井貞雄:前 掲13)

23)筆 者の聴き取り調査による。

24)バ ラの1人 当りの栽培規模が5α とする説もある。

五十嵐憲蔵編:水 稲プ ラスアルフア方式の経営,P150,新 農業経営双書,1967

25)実 際には増設などによって,も う少 し大規模になっているものと思われ る。

26)こ れは第1表 の数値から考えても,最 低限の収益と考えてよかろう。

27)昭 和43年 における道路沿いの価格である。

2$)花 卉栽培開始時には,ま だ栽培者の名前 も決定していなかったといわれている。

29)出 役は原則として1戸1人 の輪番制で,温 室規模は班ごとに異なる。

30)栽 培者の数は非常に流動的である。

3D組 合参加者の8割 が1ha以 上の水田所有者であり,1戸 平均1.2haと 規模が大きい。

32)参 加農家1戸 当り190万 円近い借入金が必要 となる。

33)技 術的差異や,能 力差は全 く無視される。

34)こ れは組合加入者でありなが ら,経営に参加 しない農家の割 り当て面積を獲得 した結果である。

35)金 沢夏樹:現 代の農業経営,東 大出版,1967

36)農 業改良普及所の調査による。

37)新 産地であるため経営費が高 くなっているが,構 造改aの 補助金などによって,実 際には,

経営費はもう少 し少な くてすむものと考えられ る。

38)こ れは花卉園芸組合の出荷会計の黒字にもとついている。

39)草 津の場合は花卉園芸組合の専用車を利用 しているが,守 山は農協の車を借用している。

40)し か し高度な温室園芸においては,輸 送費が立地を制約する度合は少ないといわれている。

松井貞雄:前 揚13)

41)大 規模な温室を経営 している農家は,単 独で1つ の花市場を独占しているのが 現状である。
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